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はじめに：本報告書について 

 大東文化大学では、２０１４年度より評価専門委員会が設置され、２０１７年度から新たな評価専門委員会

が再結成されて、今年度に至っています。本「評価専門委員会」は、大学、法人経営、第一高校の点検・

評価について、ピアレビューを行い、助言、勧告等を行うことが主たる目的です。今年度の点検・評価シ

ートは昨年度までの評価専門委員会および外部評価委員会の指摘により、各部署の負担の少ない「は

い」「いいえ」方式の回答に変更されています。また、これまで課題であったこととして、長所を取り上げに

くかった点があげられますが、以前と比べて長所を取り上げやすいシートに変更されました。また、部局

別の自己点検・評価（全学的視点、個別的視点）結果を踏まえ、大学全体の現状を総括し、全学的観点と

して『全学的観点報告書（以下、『報告書』という）』が作成されました。本委員会は、この『報告書』と、各部

局の点検・評価シート、根拠データ（基礎要件確認シート、大学基礎データ）を主な資料として評価を行い

ました。なお、『報告書』は２０１８年５月１日を基準日として作成されたものであるため、各部局の現状と本

報告書が出る時期ではタイムラグが生じることを申し添えいたします。 

 さらに、今年度は来るべき第３期の認証評価を見据えて、基準、評価の視点は、大学基準協会の第３期

認証評価と同じ内容にいたしました。また、認証評価と同様に S、A、B、C、保留の５段階評価を付けるよう

にしました。ただし、今年度は昨年度の報告を踏まえ、昨年重点的に評価しなかった部分、教育課程・学

習成果・学生の受け入れ、教員・教員組織、学生支援、および特に重視しなければならない質保証の部

分を、重点的に評価しました。また、第一高校については、今年度より評価専門委員会の評価の対象とし

ました。以下、委員会の評価結果を報告いたします。 

 

■２０１８年度評価専門委員会評価対象項目一覧 

基準 項目名 

基準２ 内部質保証 

基準４ 教育課程・学習成果 

基準５ 学生の受け入れ 

基準６ 教員・教員組織 

基準７ 学生支援 

第一高校 全項目 
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基準２ 内部質保証 

2-1 内部質保証のための全学的な方針及び手続を明示しているか。 

評価の視点１：内部質保証に関する方針への大学の基本的な考え方の明示と、内部質保証に責任を負う全学的な組織の権限と役割、

当該組織と内部質保証に関わる学部・研究科その他の組織との役割分担の明示 

評価の視点2：教育の企画・設計、運用、検証及び改善・向上の指針等（PDCAサイクルの運用プロセスなど）を策定 

【評価】 

「全学的な組織」として大東文化学園自己点検・評価推進委員会が置かれているが、大学全体の PDCA

を担う「全学的な組織」の役割が明確でなく、内部質保証を全学的に統括する組織の役割分担も明確であ

りません。これらの関連を明確にし、特に PDCA の CA（チェック、アクト）が動くようなシステムの構築が

必要です。 

大学の教育の企画・設計に関する記述がありません。図示されている PDCA サイクルはありますが、

具体的な方法が明確ではありません。特に企画に対する検証、「内部質保証を全学的に統括する組織」の

了承、改善などがどのようにして行われているかが不明確です。 

 

2-2 内部質保証の推進に責任を負う全学的な体制を整備しているか。 

評価の視点１：内部質保証の推進に責任を負う全学的な組織に関する規程の整備と、推進に責任を負う全学的な組織のメンバー構

成 

【評価】 

 自己点検・評価委員会ではPDCAのC（チェック）の作業は行われていますが、その結果に基づいて改善

案を提案し、あるいは各部署にて改善案を作成しさらに次のステップに向上するシステムが構築されて

いません。これらに責任を負う組織と、その具体的な方針や方法が明確ではありません。 

 

2-3 方針及び手続に基づき、内部質保証システムは有効に機能しているか。 

評価の視点１：３つの方針の策定のためのガイドライン（全学基本方針）の設定 

評価の視点2：内部質保証に責任を負う全学的な組織による学部・研究科その他の組織における教育のＰＤＣＡサイクルを機能さ

せるための取り組み 

評価の視点3：行政機関、認証評価機関等からの指摘事項（設置計画履行状況等調査、認証評価結果等）に適切な対応 

評価の視点4：点検・評価における客観性、妥当性の確保 

【評価】 

 全学基本方針と３つのポリシーは各学部学科、研究科専攻で作成されており、外部からの評価も受け

ています。行政機関、認証評価機関等からの指摘事項があった場合には適切に対応しています。しかし、

日常的に自ら適切であるかどうかをチェックし(例えば教員構成や教員および学生の質保証など)早急に

対応するシステムは実施されていません。内部質保証に責任を負う全学的な組織による具体的に PDCA を

機能させる方法の構築が必要です。 
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2-4 教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等を適切に公表し、社会に対する

説明責任を果たしているか。 

評価の視点１：教育研究活動、自己点検・評価結果、財務、その他の諸活動の状況等のHPへの公表と、それら情報の正確性、信

頼性および適切な更新 

【評価】 

 教育研究活動、自己点検・評価結果、財務等はHPや学園の現況で公表され周知されています。 

 

2-5 内部質保証システムの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに

改善・向上に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点１：全学的なPDCAサイクルの適切性、有効性 

評価の視点２：適切な根拠（資料、情報）に基づく内部質保証システムの点検・評価と、点検・評価の結果に基づく改善・向上へ

の取り組み 

【評価】 

 「適切な根拠（資料、情報）」に基づく点検・評価はされていますが、向上への改善や取り組みが明確

ではありません。学生や教員の質保証のための仕組みを導入する場合は、各部署がそれをどう利用する

かについて検討し、予想される効果を提示し、その検証方法も提示する必要があります。また、その検証

の結果を分析し、改善を行う方法を当初から考えて、教職員や学生に周知する必要があります。これらは

全学の内部質保証に責任を持つ全学的な組織で恒常的に取り組まれる必要があります。 

 

≪提言≫ 

【長所】 

特になし 

 

【改善提言】 

 全体的に PDCA の組織のイメージは提示されていますが、実際の組織や取り組みが明確ではありませ

ん。C（チェック）の作業は行われていますが、その結果に基づいて改善案を提案し、あるいは各部署にて

改善案を作成しさらに次のステップに向上するシステムが構築されていません。また、各部署（学部学

科、研究科等）を網羅する組織として、各部署へのＰＤ（プラン、ドゥー）の徹底、部署ごとの実施・検

討等が明確でありません。具体的な各教職員まで届く組織運営について検討してください。 

 

【評定】 

 〔 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 〕 

 〈理由〉2-1 「内部質保証に関する方針」（枠囲み）の文章がイマイチ不明瞭です。 

「基本方針」であるのだから、注意深く精密に表現するべきでしょう。 

ここでは、この文書を補足するように、丁寧に（具体的に）記述した方がよいのではないでしょうか。 



- 4 - 

 

 

基準４ 教育課程・学習成果 

4-1授与する学位ごとに、学位授与方針を定め、公表しているか。 

評価の視点１：課程修了にあたって、学生が修得することが求められる知識、技能、態度等、当該学位にふさわしい学習成果を明

示した学位授与方針の設定及び公表  

【評価】 

各学部学科、研究科は、それぞれ当該学位にふさわしい学習成果を示した学位授与方針（ディプロマ・

ポリシー）を明文化し、ホームページや大学院案内において公表していると見受けられます。ただし大学

院各研究科のホームページには見直し前の学位授与方針が掲載されており、『大学院案内 2018』に掲載さ

れている新しい方針と齟齬があるため、早急な対応が望まれます。 

 

4-2授与する学位ごとに、教育課程の編成・実施方針を定め、公表しているか。 

評価の視点１：教育課程の体系、教育内容、教育課程を構成する授業科目区分、授業形態等を明示した教育課程の編成・実施方針

の設定と公表 

評価の視点2：教育課程の編成・実施方針と、学位授与方針との連関性 

【評価】 

各学部学科、研究科は、それぞれの教育課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）を明文化し、

ホームページや大学院案内において公表しています。ただし大学院各研究科のホームページには見直し

前の旧来の教育課程の編成・実施方針が掲載されており、「大学院案内 2018」に掲載されている新しい方

針と齟齬があるため、早急な対応が望まれます。 

 『報告書』ではホームページ上での公表に限定していますが、『大学案内（CROSSING）』にも受験生、保

護者に分かり易い形式で掲載することも検討すべきでしょう。 

教育課程の体系を図式化して可視化・明示していたものがカリキュラム・ツリーなのですから、積極的

に公表することが必要だと思われます。 

 

4-3教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、教育課程を体系的

に編成しているか。 

評価の視点１：教育課程の編成・実施方針と教育課程の整合性 

評価の視点2：順次性及び体系性に配慮した教育課程の編成と、教育課程の順次性、体系性の学生への明示 

評価の視点3：単位制度の趣旨に沿った単位の設定、教育課程の編成・実施方針に沿った授業科目（必修、選択等）の位置づけ 

評価の視点4：教育課程の編成・実施方針に沿った、教養教育と専門教育の配置 

評価の視点5：初年次教育、高大接続に配慮した授業科目、キャリア教育に特化した科目、インターンシップ科目、英語による授

業、外国人留学生に関する日本語科目等の設置 

評価の視点6：〈修士課程、博士課程〉コースワーク（講義科目）とリサーチワーク（演習科目）を組み合わせた教育課程の編成 
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評価の視点7：〈専門職学位課程〉理論教育と実務教育の配置 

【評価】 

教育課程の編成自体は概ね適切であると考えられます。初年次教育やキャリア教育、インターンシッ

プ科目等の科目は、量的には少ないものの実施されており、評価できます。ただし、外国語（特に英語）

による授業は、体系的に設置されたものとは言えず、今後発展させる必要があります。 

さらに以下の数点について検討が必要です。第一に大学の検証機能です。『報告書』は、教育課程の編

成・実施方針と整合性のある教育課程を編成しているかどうかの検証は、「各学部学科・研究科専攻の教

務委員会や専攻協議会において」行っている（p.18）としています。ただし、そのような検証方法では自

己チェックの状態であり、客観的評価と言えるのか疑念が残ります。 

第二に、教育課程の編成の順次性・体系性の学生への明示という点で、「カリキュラム・ツリー」や履

修モデルの学生への公開が不十分です。『報告書』では「カリキュラム・ツリー」の作成によって学位授

与方針と教育課程編成方針と実際の教育課程編成の「整合性が明らかになった」（p.18）と述べています。

しかし、2017年度作成の「カリキュラム・ツリー」は、受験生対象の『大学案内（CROSSING）』（印刷版）

と大学 HPの「情報公開」欄にリンクを貼る形で掲載されているに過ぎず、学生や保護者がアクセスしや

すい各学部学科・研究科のホームページには掲示されていません（唯一、国際関係学部だけが学部 HPで

「カリキュラム・ツリー」と履修モデルを公開）。各学部の『履修の手引き』には教育課程編成方針ほか

各方針が明記されているようですが、それらの抽象的な文章のみでは学生には伝わり難いでしょう。 

「全学共通科目」をはじめとする教養科目についても同様です。教育課程方針の見直しにより「学生が

これらの科目を理解し易くなった」（p.18）と述べていますが、各学部学科「カリキュラム・ツリー」に

は全学共通科目が位置付けられているものの、特定科目あるいは科目群は示されておらず、また上記の

ような公開状況のなかで、その教育内容や方法がいかなるかたちで学生に伝わっているのかは不明です。 

 

4-4学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を講じているか。 

評価の視点１：教育課程の編成・実施方針と教育方法の整合性 

評価の視点2：各学位課程に応じた履修登録単位数の上限設定 

評価の視点3：シラバスの記載内容及び授業内容との整合性の確保 

評価の視点4：学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容と授業方法 

評価の視点5：〈学士課程〉授業形態（講義、演習、実習）に合わせた１授業あたりの学生数及び、効果的な履修指導の実施 

評価の視点6：効果的に教育を行うための措置（時間割編成調整システム、複数専攻制、完全セメスター制、ポートフォリオ等の

導入） 

評価の視点7：〈修士課程、博士課程〉研究指導計画（研究指導の内容及び方法、年間スケジュール）の明示とそれに基づく研究

指導の実施 

評価の視点8：〈専門職学位課程〉実務的能力の向上を目指した教育方法と学習指導の実施 

【評価】 

評価の視点１に対応する記述が見当たりません。記述を追加する必要があると思います。評価の視点
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４に対する例示をもう少し増やす必要があると思われます。（新しいタイプの教室等の記述も）評価の視

点５に対しては具体的な数値を出す必要があると思います。評価の視点６に関して、時間割調整、副専攻

制など具体的な努力が見られます。続いて、完全セメスター制、ポートフォリオ等新たな措置の導入も期

待されます。 

学習の活性化・教育効果の向上のために、オフィスアワーの設定、時間割調整等、多くの措置がなされ

ていることが見て取れます。ただし、これらの措置がどの程度の実効性を伴っているかは不明です。例え

ば、オフィスアワーは設置されていても、それがどこまで学生に周知され、利用されているかについても

検証が必要です。 

 個別の視点に関して、以下の点を指摘します。第一に、「教育課程の編成・実施方針と教育方法の整合

性」（評価の視点１）について、記述が欠けているように見受けられます。 

 第二に、「学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容と授業方法」（評価の視点４）に関し、各学部学

科の個別の事例が提示されています。他方、2016 年度行われていた全学予算プロジェクトで実施してい

た研修、啓発活動のような、全学的な取り組みも必要でしょう。 

 第三に、授業当たりの適切な学生数、効果的履修指導の実施（評価の視点５）について、具体的数値お

よび具体的指導例を提示する必要があります。 

 第四に、評価の視点６に関し、①カリキュラムのスリム化、②出講調査方法の変更による時間割編成の

平準化が挙げられていると見受けられますが、これらの措置が、実際にどのように学生の学習効果を高

めることになるのか、さらに詳細な説明が必要です。 

たとえば、「時間割の平準化」に関して、授業を分散化させるだけなく、教育課程の中での科目の位置

付けにも配慮し、学生が学びやすい時間割を編成する努力も求められます。 

カリキュラムのスリム化に関して、これは受講者の少ない科目の整理なども含めての措置としては評

価できますが、その一方で、受講生の集中する科目に関しては、受講を希望しても重複などにより受講で

きない学生も存在し、また担当教員の負担が過重になる一方で指導が行き届かず、十分な教育効果を達

成できないという問題にも対処が必要です。 

 

4-5成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っているか。 

評価の視点１：単位制度の趣旨に基づく単位認定、既修得単位の適切な認定、成績評価の客観性、厳格性を担保するための措置、 

卒業・修了要件の明示 

評価の視点2：〈修士課程、博士課程〉学位論文審査基準の明示、学位審査及び修了認定の客観性及び厳格性を確保するための措

置 

評価の視点3：学位授与に係る責任体制及び手続の明文化 

評価の視点4：国際教育ネットワークの構築（ダブルディグリー制度、海外大学との単位互換制度の拡充） 

【評価】 

成績評価、単位認定及び学位授与については概ね適切に行われていると評価できます。ただし、「成績評

価の客観性、厳格性」という点について、記述されている方法で、実際どのように客観性、厳格性が担保
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できるのかが不明です。成績評価に関して、一定の範囲までは各担当教員に委ねられているものの、授業

間で格差が生じるべきでない点もあると思われます。前項目の効果的教育にも関連して、特にいわゆる

「楽に単位が取れる授業」に学生が集中する現在の傾向を改善する必要があるでしょう。 

 

4-6学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価しているか。 

評価の視点１：各学位課程の分野の特性に応じた学習成果を把握し評価するための指標の設定 

評価の視点2：学習成果を把握及び評価するための方法の開発と活用 

【評価】 

学位授与方針に明示した学生の学修成果を適切に把握及び評価していないという『報告書』の指摘は

妥当であると思います。多くの学部学科、研究科において卒業生アンケートが学習成果の測定方法とし

て挙げられていますが、アンケート調査はあくまでも学生の主観的な判断であり、学位授与方針に照ら

してどうかという回答は期待できません。 

 現在全学的に、アセスメントポリシーの設定、ルーブリックの導入が進められていますが、これら学習

成果の測定方法が、各学部学科、研究科の学位授与方針に即した、具体的かつ多面的な成果指標の測定方

法となることを望みます。 

  

4-7教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果

をもとに改善・向上に向けた取組を行っているか。 

評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 

評価の視点2：学習成果の測定結果の適切な活用  

評価の視点3：点検・評価結果に基づき改善・向上へ向けた取り組み  

【評価】 

これまでの自己点検・評価では、大学全体として、部局等への助言、支援を行っていなかったことの反

省から、『報告書』の作成を通じて、まずは各部局の状況を把握し、全学的に必要な改善の方向性を示し

ている事は、多いに評価できます。今後一層、自己点検・評価を通じて、各部局特有の様々な事情、問題

が吸い上げられ、それが全学的な実効性ある改善につながるような風通しの良いコミュニケーションが

なされることを求めます。 

 

≪提言≫ 

【長所】 

いわゆる「三つのポリシー」を整理し、これに基づくカリキュラム・ツリーを作成したことにより、教

育課程の体系性や順次性を明確化し、今後さらに科目ナンバリングを導入することにより、学生により

わかりやすいカリキュラムの提示を目指している。ただし4－1～4－3で示唆したように、それらの公表

方法に問題があるので、対処が必要です。 
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【改善提言】 

2016 年度の認証評価で指摘されて以来、学生の学習成果の測定指標が不十分であるとの認識があり、

今後全学として多面的に学習成果を測定し可視化するための様々な指標を開発するとの提言がありまし

た。これらの開発が、授業運営や学生指導に活かされ、実質的に学生の学修向上につながるものとなるよ

う望みます。 

英語教育・多言語教育の充実、特にそれぞれのレベルに応じた指導がなされていないとの指摘があり、

全学的な語学力の向上と学生の満足度の向上を図るとの提言がありました。『報告書』では、主に全学的

な語学能力向上に向けての今後の取り組みが指摘されていますが、同時に各学部学科独自のきめ細やか

な取り組みも期待されます。 

 

【評定】 

 〔 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 〕 

 ＜理由＞『報告書』は三つのポリシーとカリキュラム・ツリーの策定と公表、各種学習活性化の試みな

らびに履修上限の設定、シラバスの明確化と GPAの導入などを指して、「DAITO VISION 2023で掲げられ

ている以上の項目については、達成できていると評価できる」（p.25）としています。しかしながら既に

指摘したように、カリキュラム・ツリーの学生への明示方法が不十分であり、学習活性化については実施

状況の量的な把握や結果の評価がなく、「達成」しているのかどうかについて判断材料が不十分です。 

 「全学として多面的な学修成果を測定するための指標を開発する」(同)こと自体は多いに推奨される

べきですが、これらが開発のための開発に終わらず、実質的に学生の学修向上につながるよう活用され

るための道筋が、明確に示されているようには見受けられません。 

 

基準 5 学生の受け入れ 

5-1学生の受け入れ方針を定め、公表しているか。 

評価の視点１：学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえた学生の受け入れ方針の設定及び公表 

評価の視点2：入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像を踏まえ、入学希望者に求める水準等の判定方法を示した学生

の受け入れ方針の設定 

【評価】 

2017 年度に、大学及び学部・研究科において、学生の受け入れ方針を含む３つのポリシーの見直しが

行われました。学生の受け入れ方針は、学位課程ごとに設定されており、また、求める学生像や入学希望

者に求める水準と判定方法が、ホームページ、履修要項、大学案内 CROSSING、大学院案内等によって公

表され、明確に示されています。また、上記方針は、学位授与方針及び教育課程の編成・方針に整合して

います。 

障がいのある学生の受け入れについても、2015年 7月に「障がい学生支援の基本方針」を設定し、ホ

ームページで公表しています。もっとも、徐々に比率が増加している推薦入試において、上述の求める
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学生像に合致する学力水準・能力などをどのように判定するか、またその受け入れ方針などは示されて

いません。入学試験方法の違いによる判定方法についても言及が必要です。 

 

5-2学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切に整備し、入学者選

抜を公正に実施しているか。 

評価の視点１：学生の受け入れ方針に基づく学生募集方法及び入学選抜制度の設定 

評価の視点2：入試委員会等、責任所在を明確にした入学者選抜実施のための体制の整備 

評価の視点3：公正な入学者選抜の実施及び、入学を希望する者に対する公平な入学者選抜の実施 

【評価】 

 2018年 4月に入学センターを設置し、学生募集及び入学試験に係わる基本方針を設定、実施していま

す。 

入学センターの下に入学試験実施本部が設置され、本部長を学長、副本部長を学長指名の副学長とす

るなど、責任所在を明確にした体制が整備され、大東文化大学入学者選抜試験規定に基づいて入試が実

施されています。入学者選抜は、各学部教授会において厳正かつ適切な手続きに従って行われています。

入試問題の適切性については、出題部会、入学試験実施本部、学外の分野別専門家による三重のチェック

体制がとられ、採点は、出題部会、採点部会が担当しています。以上により、学生の受け入れ方針に沿っ

た、入学者の募集、選抜の運営体制が適切に整備され、かつ、公正・公平に実施され、その結果、方針に

沿った学生を受け入れていると推察されます。 

 

5-3適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に基づき適正に管理し

ている。 

評価の視点１：〈学士課程〉入学定員に対する入学者数比率、編入学定員に対する編入学学生数比率、収容定員に対する在籍学生

数比率（収容定員充足率）の適切性 

評価の視点2：収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充足に関する対応 

【評価】 

学士課程においては、入学定員に対する入学者数比率、編入学定員に対する編入学学生数比率、収容定

員に対する在籍学生数比率（収容定員充足率）などは適正に管理されています。3学部7学科においては

定員変更を行って管理に努め、2016 年度認証評価で努力課題とされた学科については、定員減員を行い

改善されています。これに対して、大学院各研究科では、恒常的に志願者が不足し、在籍学生比率や収容

定員充足率は、依然として課題のままです。大学院の統合再編など新たな対策が求められます。大学院

入学者に対する外国人比率の高さ（日本人入学者が少ない）なども問題とすべきです。収容定員の

半分は充足するような努力をしてください。 

 

5-4学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・

向上に向けた取り組みを行っているか。 
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評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 

評価の視点2：点検・評価結果に基づき改善・向上へ向けた取り組み  

【評価】 

学生の受け入れに関する自己点検・評価は、毎年度作成する大学基礎データや入試センターが作成す

る入試関連データを基に、全学および学部・研究科等で適切に行われています。そして、その結果を基に、

定員の変更が行われ、改善・向上に向けた取り組みも行われていますが、大学院研究科については、入学

定員の減員だけでは不十分で、より抜本的な対策が必要だと思われます。 

 

≪提言≫ 

【長所】 

「桐門の翼」奨学金が用意され、年々申請者が増えていること、入学以降も学生支援センターを中心に

連年にわたる修学支援が行われていること、看護学科、歴史文化学科、社会学科の新学科が設置されて高

校生に対する学問需要の拡大を行っていることは、大いに評価できます。また、国際交流センターが積極

的な留学生募集活動を展開し、全学部に対し留学生の定員枠設置などを盛り込んだ留学生受入方針を提

案したこと、また、信頼のおける日本語学校群と JAPANTAG日本語学校コンソーシアムを組織し、日本語

学校 5校と連動した留学生募集活動を展開したことも、大いに評価できます。 

 

【改善提言】 

『報告書』にあるように、2021 年度より高大接続改革を目指した新しい入学者選抜方法の導入が求め

られていることから、2019年度には実施要項の作成・公表することを目指す必要があります。 

「中長期財政計画プロジェクト」の施策方針２による東松山キャンパスでの定員増の検討について、

このままでは不明確なので、推進主体となる全学的組織が具体化されるとよいと思われます。 

国際交流センターが留学生の受け入れ割合を学生総数の５％を目標と定めていることについても、留

学生の受け入れ体制の整備を含め、そのための全学的な具体的な検討作業が望まれます。 

大学院における入学者比率、在籍学生数比率の低さに対する対策についても、既に提案されている方

策（広報活動の活性化、院生にとり魅力ある科目の導入、学部生への大学院教育のアピール）の速やかな

実行が望まれます。 

 

【評定】 

 〔 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 〕 

 〈理由〉 

学生の受け入れに対しての取り組みは、概ね達成され、良好な状態にあります。しかし、改善すべき事

項として指摘されていることは、いずれも、改善方策の提案はなされているものの、具体性に乏しく、こ

のままでは実現しません。特に、大学院における入学者比率、在籍学生数比率の低さに対する対策につい

ては、既に提案されている方策の速やかな実行が望まれます。 
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基準６ 教員・教員組織 

6-1 大学の理念・目的に基づき、大学として求める教員像や各学部・研究科等の教員組織の編制に関する

方針を明示しているか。 

評価の視点１：大学が求める教員像として、各学位課程における専門分野に関する能力、教育に対する姿勢等の方針への明示 

評価の視点2：各学部・研究科等の教員組織の編制方針における、各教員の役割、連携のあり方、教育研究に係る責任所在の適切

な明示 

【評価】 

各学部・研究科においては、大学の方針に基づき、「求める教員像・教員組織の編成方針」につい

て、定められているものの、半数ほどの部局が、方針の変更を必要としています。また、編成方針が明

文化されていない部局もあります。大学全体としての「求める教員像・教員組織の編成方針」との整合

性を図りつつ、全部局が編成方針の明文化を実現し、各教員の役割、連携のあり方、教育研究に係る責

任所在の適切な明示を図る必要があります。 

 

6-2 教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するため、適切に教員組織を編制して

いるか。 

評価の視点１：各設置基準に沿った大学全体及び学部・研究科等ごとの専任教員数、研究指導教員数・研究指導補助教員数 

評価の視点2：各学部における開講授業科目における専任教員（教授、准教授又は助教）の適正な配置 

評価の視点3：研究科担当教員の資格の明確化と適正な配置 

評価の視点4：バランスのとれた年齢構成に配慮した教員配置 

評価の視点5：各学位課程の目的に即した教員配置（国際性、男女比等含む）  

評価の視点6：教員の授業担当負担への適切な配慮 

評価の視点7：学士課程における教養教育の運営体制の整備状況（責任主体の確立）  

【評価】 

大学全体及び各学部、研究科等の専任教員数、研究指導教員数・研究指導補助教員数は、法令（各設置

基準等）に定められた必要数を満たしています。学部が必要とする教員の数と専門領域については、毎年

度、学部教授会から人事計画が大学評議会を経て大東文化学園理事会に提出され、理事会での審議を経

て最終決定されており、全体として、教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するた

め、適切に教員組織を編制しているといえます。 

もっとも、専任教育職員就業規則、特任教員就業規則、非常勤講師就業規則において、教授会等が教員

の選考を行う際に、年齢構成、男女比率、外国人教員比率を勘案することを定めているものの、年齢構成

や国際性、男女比率に関して、課題を残している部局もあります。 

 

6-3教員の募集、採用、昇任等を適切に行っているか。 
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評価の視点１：教員の職位（教授、准教授、助教等）ごとの募集、採用、昇任等に関する基準及び手続の設定と規程の整備 

評価の視点2：規程に沿った教員の募集、採用、昇任等の実施 

評価の視点3：教員人事計画における国際性や男女比率等への配慮 

【評価】 

教員の募集、採用、昇任等については、大学（院）設置基準の定めに準拠し、「大東文化学園職員任免

規則」に基づいて「教員選考基準」を大学規程に定め、本学の教員となることができる者の要件、教授・

准教授・講師等の資格を明文化し、それに基づいて適切に行っています。さらに、「大東文化大学専任教

育職員就業規則」が新たに制定され、専任教員の採用や昇格の手続きなども明文化されています。学部、

法務研究科、大学附置研究所、国際交流センター等では、教員選考基準に準拠して独自に内規を定め、内

規に則って募集・採用・ 昇格が行われています。教職課程センターは、採用等の基準及び手続を設定し

た人事内規を定め、教育職員免許法施行規則の条件を満足し、教職課程認可で認定されるような業績の

ある教員を、原則公募により採用しています。採用人事計画（教員数、専門領域等）は、学部教授会、大

学附置研究所等の管理委員会で審議し、学部⾧会議、大学評議会等を経て、学園理事会で正式決定されて

います。また、期間の定めのある特任教員、客員教員、助教、非常勤講師については、全学的な基準とし

て特任教員就業規則、客員教員任用基準、助教規程、非常勤講師就業規則を制定し、それに基づいて任用

が行われています。 

以上から、教員の募集、採用、昇任等の基準及び手続きに関する規定が整備され、それに沿った募集、

採用、昇任等が公正かつ適切に実施されているといえます。 

もっとも、昇任については、各部局の内規によって個別に決定されるよりも、全学人事委員会によって

統一的な基準が定められ、それによることが望ましいと思われます。 

 

6-4ファカルティ・ディベロップメント（FD）活動を組織的かつ多面的に実施し、教員の資質向上及び教

員組織の改善・向上につなげている。 

評価の視点１：教員の教育能力の向上、教育課程や授業方法の開発及び改善につなげるための組織的な取り組み 

評価の視点2：教員の研究活動や社会貢献等の諸活動の活性化や資質向上を図るための取り組み 

評価の視点3：教員の教育活動、研究活動、社会活動等の活性化を図る取り組みとしての業績評価の位置づけとその実施および結

果の活用 

【評価】 

全学ＦＤ委員会、各学部・研究科ごとのＦＤ委員会が設置され、教員の教育能力の向上、教育課程や授

業方法の開発及び改善につなげる取組がなされています。また、複数の部局で、教員の研究活動や社会貢

献等の諸活動の活性化や資質向上を図るための取り組みがなされています。教職員の研究活動を奨励す

ることを目的として、「学校法人大東文化学園職員研究教育活動顕彰規定」が制定されたことは評価でき

ます。しかし、授業改善以外の活動に関するＦＤの取り組みを実施していない部局が多く、また、教員の

教育活動、研究活動、社会活動等について定期的に評価を行い、その結果を活用している部局も少ないの

で、全学的な取り組みについて、課題を残しています。また、教員の業績評価も、教員の教育活動、研究
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活動、社会貢献活動等の活性化を図る取り組みとして、実施することが望ましいと思われます。 

 

6-5教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上

に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点１：評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 

評価の視点2：点検・評価結果に基づく改善・向上へ向けた取り組み   

【評価】 

教員組織の適切性は、入学センター、各部局において、大学基礎データ、諸規定に基づいて、毎年度点

検・評価が行われています。また、教員採用人事や昇格人事の際に、各学部の教務委員会等で適切性の検

証が行われ、研究科担当教員の配置については、研究科の専攻協議会等で適切性が検証されています。 

2016 年度認証評価結果で指摘された大学院設置基準上不足していた研究指導補助教員が補充され、ま

た、全学人事委員会の設置によって、教員人事を全学的な立場から計画し、中長期的な視点で採用計画を

進める取り組みがなされています。 

以上により、教員組織に関する点検・評価は、適切に実施され、教員組織の改善・向上に向けた取り組

みが行われていると評価できます。 

 

≪提言≫ 

【長所】 

「中長期財政計画策定プロジェクト報告書」の施策方針３全学的な教員定数の見直しに沿って、向こ

う 10年の教員定数についてシミュレーションを行い、基本的に大学設置基準数を学内定数とすることと

したことは、評価できます。 

 

【改善提言】 

大学全体としての「求める教員像・教員組織の編成方針」との整合性を図りつつ、全部局が当該編成

方針の明文化を実現し、各教員の役割、連携のあり方、教育研究に係る責任所在の適切な明示を図る必

要があります。また、各部局が年齢構成や国際性、男女比率に関して、改善を図る努力を続ける必要が

あると思われますが、これについては、各部局が具体的目標値を定めるか、大学全体の取り組みとして

全学人事委員会が目標値を定めるのが望ましいと思われます。昇任については、各部局の内規によって

個別に決定されるよりも、全学人事委員会によって統一的な基準が定められ、それによることが望まし

いと思われます。さらに、授業改善以外の活動に関するＦＤの取り組みを実施していない部局が多く、

また、教員の教育活動、研究活動、社会活動等について定期的に評価を行い、その結果を活用している

部局も少ないので、それらについて、全学的な取り組みを行う必要があります。教員の業績評価も、研

究費の配分に反映させるなどにより、教員の教育活動、研究活動、社会貢献活動等の活性化を図る取り

組みとして実施することが望ましいと思われます。 
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【評定】 

 〔 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 〕 

 〈理由〉 

教員・教員組織については、概ね適切に編成され、教員の教育・研究活動、社会貢献等の諸活動がなさ

れているものの、改善提言で述べたような課題があり、さらなる努力が求められます。 

 

基準７ 学生支援 

7-1 学生が学習に専念し、安定した学生生活を送ることができるよう、学生支援に関する大学としての方

針を明示しているか。 

評価の視点１：大学の理念・目的や多様な入学者の傾向等を踏まえた学生支援に関する大学としての方針の適切な明示 

【評価】 

 学生支援の方針は大学ホームページに公表していると同時に、冊子体の「大東文化大学将来ヴィジョンと基

本方針」にも掲載し大学構成員（教職員）に配布して認識を共有しています。また、学生支援に関する方針は、

〈基本方針〉および〈障がい学生支援の基本方針〉から構成されています。〈基本方針〉では、修学、生活、進路、

および課外活動の各側面から学生を支援するための具体的な方針が明示されています。これらの方針は、大

学基準に掲げられた要素を網羅するものであると考えられます。また、学生支援の適切性についての定期的

な検証に関しても、各種委員会等で定期的に検証する方針を掲げています。他方で、障がい学生への支援に

関して別個に基本方針を設定しており、全学的な長期的ヴィジョンに基づいて支援の重要性を強調しています。

障がい学生支援室・学生相談室がこの方針を実践するための窓口として機能することが期待されます。 

 

7-2 学生支援に関する大学としての方針に基づき、学生支援の体制は整備されているか。また、学生支援

は適切に行われているか。 

評価の視点１：方針に沿った学生支援体制の適切な整備と、方針に沿った支援の実施  

評価の視点2：正課外での入学前教育、学生の能力に応じた補習教育、補充教育や、学生の自主的な学習を促進するための支援の

実施 

評価の視点3：障害のある学生や、留学生等の多様な学生に対する修学支援の実施 

評価の視点4：成績不振の学生の状況把握と指導および、留年者、休学者、退学希望者の状況把握と対応 

評価の視点5：奨学金その他の経済的支援の整備 

評価の視点6：学生の相談に応じる体制の整備と、学生の心身の健康、保健衛生および安全への配慮、ハラスメント防止のための

体制の整備 

評価の視点7：進路選択に関わる支援や、ガイダンス等の行事の実施、社会的、職業的自立に向けたキャリア教育の実施 

評価の視点8：部活動、ボランティア活動等の正課外における学生の活動への支援  

評価の視点9：卒業生、同窓会・青桐会とのネットワークの構築、学生支援（修学、修学、進路）を行う各組織間の連携   

【評価】 

全体として本学の学生支援は、明示したヴィジョンの実現のために適切な活動を行っていると評価できます。
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修学支援、生活支援、進路支援、その他支援を行うための体制は、学生支援センター、キャリアセンター、

スポーツ振興センター、国際交流センター、および教職課程センターが学生支援の方針に沿って設置さ

れ、これら部署が各取り組みに対する責任センターとして機能していることがうかがえます。こういっ

た進路選択に関わる支援や部活動などに関わる支援は担当部署を中心にさまざまな活動を行っており、評価

できます。 

学生の能力に応じた補習教育・補充教育に関しては、2017 年度に学士課程で全学的な入学前教育を導

入している点があげられます。また、学部単位でも教員採用試験や国家試験に向けた補習授業を設ける

などの個々の具体的な取り組みが高く評価されます。学生の自主的な学習を促進するための支援に関し

ては、学部単位でTAによるサポートや課外セミナーの実施などの取り組み事例があげられています。こ

うした取り組みが全学的に実施される仕組みづくりが今後期待されます。 

 退学者数の推移には改善の傾向が見られます。奨学金制度の充実など経済的理由の学生に対する制度の

充実が寄与していると思われます。 

 障がいのある学生や留学生に対する修学支援に関しては、学生支援センター障がい学生支援分室およ

び国際交流センターがその責務を負っています。具体的な取り組みとして、障がいのある学生に対して、

教室間移動補助や情報保障が行われています。また、留学生に対して、日本語クラスの開放やチューター

制度、さらには語学検定受験料助成等が行われています。 

 学習の継続に困難を抱える学生への対応に関しては、全学部が成績不振学生の状況把握と面談を実施

していることが評価できます。留年者・休学者や退学希望者へも各学部が状況に応じた対応をとってい

ることがわかります。今後は、研究科との足並みをそろえるなどの全学的な視点が求められます。 

 学生に対する経済的支援に関しては、一般奨学金、外国人留学生奨学金、または入学前予約採用型奨学

金等の奨学金制度、授業料減免、特別修学支援金、または学生災害見舞金等の支援金制度によって具体化

されています。また、被災地学生支援特別奨学金を 2019年度から設けるなどの新しい取り組みは高く評

価できます。 

 学生の心身の健康・保健衛生等に関わる指導・相談に関しては、学生相談室や診療所・保健室が学内の

総合的な窓口を担っています。また、学部・研究科単位でも個々に相談窓口を設けている点は評価できま

すが、一部の研究科で取り組みが遅れている点は今後の課題となります。一方で、メンタル面での支援強

化などの取り組みによって心と体の両面で健康保持・増進を考えている点は高く評価できます。定期健

康診断結果のフォローのような取り組みも意義のあるものであると考えられます。 

 ハラスメント防止など学生の人権保障に向けた対応に関しては、2017 年度の制度改正にみられるよう

に、現状と整合させた規則づくりを行おうとする視点が高く評価できます。 

 学生の社会的および職業的自立に向けた教育に関しては、キャリアデザインという科目において実践

されています。しかし、現状では実績や効果などが明らかになっていません。 

 進路選択に関わる支援やガイダンス・その他キャリア形成支援に関しては、就職ガイダンス、面接トレ

ーニング、学内就職セミナー、またその他のセミナーなどを通じて、就職活動を中心としたキャリア形成

支援が実践されています。また、公務員、専門資格、または教員免許などに対する支援も幅広く行われて
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います。さらに、障がいのある学生や外国人留学生向けにも支援の目が向けられている点は高く評価で

きます。 

 部活動・ボランティア活動等の正課外における学生の活動への支援に関しては、文化団体への支援は

学生自治会が責務を負い、運動部への支援はスポーツ振興センターが責務を負っています。具体的な取

り組みとして、適切な会計基準に則った学生自治会費の運用支援やスポーツ奨学金の給付などは、大学

として学生に対する重要な支援であると思われます。また、ボランティア活動に対する支援として表彰

制度の実施などの取り組みは高く評価できます。現状を踏まえ新しい支援体制の構築を推進していると

の記述があるので、今後の取り組みに期待します。 

 

7-3学生支援の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果をもとに改善・向上

に向けた取り組みを行っているか。 

評価の視点１：適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 

評価の視点2：点検・評価結果に基づく改善・向上へ向けた取り組み  

【評価】 

 学生支援に関する自己点検・評価に関しては、大学内の各部署が学生支援の適切性について点検・評価

を実施する体制を整えています。ただし、点検・評価の具体的な方法やそのプロセスが明示されていませ

ん。この点を改善してください。学生支援の改善・向上に向けた取り組みは、修学および進路に関する両

支援において具体的な取り組みが記述されています。また、退学者防止に向けた取り組みが積極的に行

われています。これらの自己点検・評価との関連を明確にして下さい。 

 

≪提言≫ 

【長所】 

 「２．長所・特色」であげられているように、奨学金等の経済的支援の充実が学生支援に関する本学独

自の長所および特色であると考えられます。その狙いにある学生の自立性の確保と退学率の低減を目指

すことは合理的な判断であるといえます。また、キャリア教育や進路選択に向けた取り組み、退学者を減少

させるような取り組みが成果をおさめており、スポーツ振興や障がいのある学生・留学生支援への取り組みも学

内に浸透しつつあります。 

 

【改善提言】 

 「３．改善すべき事項」にあげられている①正課外での補習教育・補充教育の実施、②障がいのある学生へ

の支援の拡充、③外部団体との連携、④体系的なキャリア教育の実施、そして⑤ボランティア活動の支援の強

化の 5点に関しては、学生支援に関する現状と整合した重大な課題であると考えられます。 

 学生の能力に応じた補習教育、補充教育には、成績不振者への補修教育はもちろんのこと、他学生よりも優

れた学生の能力を伸ばすための補充教育も必要となります。個々の学部学科で行っている良い取り組みがあ

りますので、それを FD 等で広報し他の学部学科の参考となるよう、現状以上に学科間の交流が活発化するこ
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とを期待します。また、Daito Education Plus の活動が学習に積極的に取り組む学生を支援することにも寄与し

ていると思われますので、さらに多くの教員が参加できるような体制ができればいいと思います。 

 また、各種相談先について、学生への周知とは別に、保護者や教員への周知が必要でしょう。保護者や

学習障害等や就学についての相談ができるような、また、教員が障がい学生への支援のあり方を相談で

きるような相談先の公表が必要です。 

 

【評定】 

 〔 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 〕 

 〈理由〉 

学生支援に関する大学基準に照らして良好な状態にあり、理念・目的を実現する取り組みが概ね適切である

と考えられます。現状認識されている問題点を改善することで、より良い学生支援が実現できると思われます。

各センター等のそれぞれの支援において全学的に積極的な取り組みが行われています。近年、自己点検・評

価を積み重ねてきたことにより、制度の充実が図られ、成果が出てきていると思われます。 

今後は、特にボランティア活動や正課外の活動に対して、主体的に参加する学生や大学院生、教員、職員

が増えたということが判る数値や結果が出ればなおよいと思われます。 

 

結び・まとめに代えて 

  最後に、前年度と同様に、全体として本年度の評価にあたっての総評を述べます。  

 

（１） 三つのポリシーは、各学科研究科で設定されておりホームページでも公表されていますが、大学院

の方針がホームページで最新版に直っていないので、訂正してください。 

（２） 教育課程の編成自体は概ね適切でしょう。ただし、学習の活性化・教育効果の向上のためになされ

ている措置の記述だけでなく、それらの措置が学生の学習活性化にどの程度実効性があるのかにつ

いても、具体的に記述し、ＰＤＣＡサイクルを明確にする必要があります。 

（３） 学部の学生の受け入れに問題はないようですが、大学院各研究科では、恒常的に志願者が不足し、

在籍学生比率や収容定員充足率は、依然として課題のままです。大学院の統合再編など新たな対策

が求められます。 

（４） 大学全体及び各学部、研究科等の専任教員数、研究指導教員数・研究指導補助教員数は、法令（各

設置基準等）に定められた必要数を満たしています。一部教授の数に問題がある学科もありますの

で、今後十分条件を満足するように一層の努力が必要です。教授会等が教員の選考を行う際に、年

齢構成、男女比率、外国人教員比率の比率を勘案することを定めているものの、年齢構成や国際

性、男女比率に関して、課題を残している部局もあります。また、本学の特色である多文化共生の

視点に立った多様な人材の登用も検討していく必要があります。 

（５） ①正課外での補習教育・補充教育の実施、②障がいのある学生への支援の拡充、③外部団体との連携、

④体系的なキャリア教育の実施、そして⑤ボランティア活動の支援の強化の 5点に関しては、学生支援に
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関する現状と整合した重大な課題であると考えられます。保護者や教員に対する大学生活についての相

談先についても公表する必要があります。 

（６） 昨年度、「大学において教員と事務双方で関わる組織運営の重要性」ということが、重要視されるだ

ろうと評価専門委員会で指摘されていましたが、この点は今年度どうなっているのかが不明です。 

（７） 昨年評価専門委員会で指摘されている「教職員・学生の質保証の問題」について言えば、第３期の

認証評価で最も重要とされる観点ですが、今回は基準２として取り扱っています。本学では学生の質

保証についてはディプロマポリシーとして目的を提示しており、職員の質保証についても自己評価・

管理職評価がされていますが、教員の評価は授業評価だけです。しかし、本学の授業評価は正確

に教員の評価をするものにはなっておらず、まして教員の研究業績などの評価は全くされていない

状況です。これらは、すでに本学で行っているいくつかの仕組みと制度、例えば授業評価や研究業

績リストの公表等を変更することによって、教員の質保証について検討できるシステムになりうるでし

ょう。 

（８） 全体として、PDCAをうまく回すための組織づくりが不十分です。学生の質保証のための色々な PD 

(企画の実施) はされているものの、実際どの程度学部・研究科でそれらの企画に取り組む内容が検

討され実施されているかが明確でなく、また検証もされていません。この部分を各部署で検証・点検

し、改善案を出し、より良い企画へ変更して進歩していくためのCA（チェック、アクト）に当たるところ

が動くようなシステム作りと、これらを統括する全学的組織が必要です。それもただ組織を作るだけで

はなく、学部・研究科でそれらの企画に取り組むような丁寧な議論を繰り返さなければならず、本学

のこれからの課題として、取り組まなければなりません。 

 

以 上 

 


